







規雇用労働者の増大傾向は日本だけにとどまらず, 先進諸国に共通な傾向である２) が, このこ
とをまず, 日本に限定してその現状を確認しておきたい｡
非正規雇用労働者には, パートタイム労働者・アルバイト労働者・派遣労働者・契約社員・







１) 非正規雇用労働の定義は大きく２つに分けられる｡ 一つは厚生労働省の 『パートタイム労働者総合
実態調査』 に見られるように, １週間の所定労働時間が正社員 (終身雇用的な長期勤続を前提として
いる常用労働者) よりも短い労働者や正社員以外の労働者とするものである｡ もう一つは総務省統計
局の 『就業構造基本調査』 に見られるように, 就業日数や時間に関係なく勤め先で ｢パート｣ ｢アル
バイト｣ などの名称で呼ばれている労働者とするものである｡
２) 経済協力開発機構 (    ) によると,     諸国全体でもパートタイム労働者の全労働者に占
める割合が,     年の   ％から    年には   ％に,     年には   ％と増大傾向を辿っている
(    ,                    ,     年,    ページ)｡
３) 他にも非正規雇用労働者の実態を示す統計としては以下のものがあるが, いずれの資料においても
相対的過剰人口の累進的生産に関する一考察
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もちろんこの図だけでは, 非正規雇用労働者数の推移の全体像をとらえることはできないが,
とはいえ, その増大は明らかであろう｡ では, このような非正規雇用労働者が増大した要因と
は何であろうか｡ 言い換えれば, 何故, 企業は非正規雇用労働者の利用を増加させつつあるの
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
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②総務省 『労働力調査詳細結果』 (平成  年平均)｡ この調査では, 全雇用労働者    万人のうち非正
規雇用労働者は    万人 (内パート・アルバイト    万人, 派遣労働者   万人, 契約・嘱託社員   万人, その他   万人) で全雇用労働者のうちの約３割を占めている｡ (                                                      より採録)
③総務省 『就業構造基本調査』｡     年の調査では, 非正規雇用労働者 (パート・アルバイト, 労働
者派遣事業所の派遣社員, 契約社員・嘱託, その他) は    万人で全雇用者に占める割合が   ％
であったが,     年の調査では非正規雇用労働者が    万人で   ％となっている｡
なお, 『労働力調査』・『労働力調査特別調査 (    年１月から労働力調査に統合)』 と 『就業構造基
本調査』 の相違は, ①前者が調査週１週間の現在の雇用状態を分析対象としている (労働力方式) の
に対して, 後者は平常の雇用状態を対象としている (有業者方式) こと, ②雇用状態 (雇用・失業)
に関する基本的な概念と区分が異なること, ③前者が ｢我が国における就業及び不就業の状態を毎月
明らかにすること｣ を目的としている調査であり, より多面的な失業・不安定就業指標を表示できる
のに対し, 後者は数年に１回実施され, ｢我が国の就業・不就業の状態を調査し, 全国及び地域別の
就業構造や就業異動の実態, 就業に関する希望などについての基礎資料を得ること｣ を目的としてお
り, 前者よりもより構造的に多様な側面, 指標を表示するとされていることである｡ 詳しくは岩井浩
｢現代の失業・不安定就業の構造的変化｣ 岩井浩・福島利夫・藤岡光夫編著 『現代の労働・生活と統
計』 (北海道大学図書刊行会,     年所収) を参照されたい｡
                                                                 
であろうか｡ 非正規雇用労働者が増大する背景としては, 産業構造の変化 モノの生産から
サービスの生産, 重厚長大から軽薄短小への転換 の影響が, これまでにおいても言及され
ている４)｡ しかし, より重要なのは利潤の獲得を目的とする企業にとって  利用するメリット
が大きい ことであろう｡ そのメリットとして最初に考えられるのは, 非正規雇用労働者の人
件費の安さである｡ 厚生労働省の調査によると, 事業所規模５人以上における常用労働者１人
あたりの平均月間現金給与額 (    年) は, 一般労働者が  万    円であるのに対し, パー
トタイム労働者は９万    円と一般労働者の４分の１以下に抑えられている５)｡ 非正社員雇
用の割合が上昇している事業所に対して行なったアンケートでは, 約８割の企業が ｢非正社員
の割合が上昇することによる影響｣ を ｢人件費の総額を削減できた｣ こととしている６)｡ 次い
で, 第２のメリットとしては採用・解雇が比較的容易な雇用体制の確保を可能にするというフ
レキシビリティ (柔軟性) が挙げられる｡ ちなみに平成  年版 『労働経済白書』 における, 非
正規従業員の活用理由に関するアンケートによれば, 全体では ｢景気変動に応じて雇用量を調
節するため｣ と ｢賃金節約のため｣ と回答する企業が多かった７)｡
これらのことをまとめると, 非正規雇用労働者は資本家に対して安い労働力を提供し, また
相対的過剰人口の累進的生産に関する一考察    
４) 古郡鞆子氏によると, このような産業構造の変化が ｢通常の労働時間帯に働かなくてもいい労働者
や, 業務量の変化に柔軟に対応して労働力を調整することが必要な企業, 業種を増加｣ させたのであ
り, とくにサービス産業では在庫や輸送が不可能であること, 生産 (供給) と消費 (需要) が同時に
行われるという特殊性から, 需要と業務量の変動に対応するために弾力的・変則的な勤務形態がとら
れ, 従来の雇用形態から外れた労働者である非正規雇用労働者が生み出されたのである (古郡鞆子
『働くことの経済学』 有斐閣,     年,    ページ)｡ 加えて, 製造業における派遣労働者の使用を可
能にした改正労働者派遣法 (    年３月施行) や労働者のライフスタイルや就業に対する価値観の多
様化も, 非正規雇用労働者の増大を促進する一要因といえよう｡







(笹島芳雄 『日米欧の雇用と失業 労働市場の比較分析』 東洋経済新報社,     年,   ページ参照)｡
６) 独立行政法人労働政策研究・研修機構 ｢多様化する就業形態の下での人事戦略と労働者の意識に関
する調査 (事業所調査及び従業員調査)｣     年,  ‒ ページ｡
７) 厚生労働省 『労働経済白書』 (平成  年版),    ページ｡ なお, パートタイマーの活用理由の第１
位は ｢賃金節約のため｣ であり, 派遣労働者の活用理由の第１位は ｢景気変動に応じて雇用量を調節
するため｣ である｡ また, 同じく厚生労働省 『平成  年有期契約労働に関する実態調査結果の概要』
(    年６月) の ｢就業形態, 有期契約労働者を雇用している主な理由別事業所の割合｣ (３つまでの
複数回答) をみると, 最も高い割合だったのは ｢人件費節約のため｣ で   ％, 次いで ｢一日, 週の
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８) マルクスは 『資本論』 第１巻第  章 ｢資本主義的蓄積の一般的法則｣ 第４節 ｢相対的過剰人口のさ
まざまな実存形態｡ 資本主義的蓄積の一般的法則｣ において, 相対的過剰人口の一存在形態である停
滞的過剰人口の特徴を ｢最大限の労働時間と最小限の賃金｣ [                                  ・・                  (                                   )      
(社会科学研究所監修／資本論翻訳委員会訳 『資本論』 Ⅰ, 新日本出版社,     年)      ｡ 以下,
『資本論』 の引用に関しては原書ページ (  ) を表記する] とし, 続く第５節 ｢資本主義的蓄積の一
般的法則の例証｣ においては, ｢就業の不安定および不規則, 労働停滞の頻発および長期継続｣ (     ) を相対的過剰人口の特徴としている｡
９) 相対的過剰人口の実証分析については, 以下のものが詳しい｡ 労働問題文献研究会編 『文献研究・
日本の労働問題 (増補版)』 総合労働研究所,     年｡ 加藤佑治 『現代日本における不安定就業労働
者』 (上・下) 御茶の水書房,     年｡ 伍賀一道 『現代資本主義と不安定就業問題』 御茶の水書房,    年｡ 伍賀氏は非正規雇用労働者 (不安定就業層) の実態を詳細に分析されている｡ 氏は表題にも
ある不安定就業問題を ｢失業期間中の生活保障がないか, あるとしてもきわめて不十分な場合には,
人々は 『失業する自由』 すらなく, 不安定な雇用形態で, 低い労働条件のもとでさえも就労を迫られ
ること｣ (７ページ) から生ずるとされ, また ｢自分自身の労働力の再生産にも満たないような賃金
水準で就労する労働者 (女子パートタイマーの多くがそうであるが) は, 事実上の半失業者ではなか
ろうか｣ (  ページ) と明確に相対的過剰人口の特徴を不安定就業層＝非正規雇用労働者の中に見出
されている｡ しかしながら, 相対的過剰人口を定義される際には, 非正規雇用労働者をその中には含
めず, ｢今日では 『本来の現役労働者』 としての地位を確保することが困難になる一方で, 『本来の現
役労働者』 と 『本来の相対的過剰人口』 との中間に, 不安定な就労形態の労働者が多数作りだされ｣




ものとされている｡ したがって, ｢『本来的現役労働者』 から排除され, かれらにたいして産業予備軍
の給源となり賃金・労働条件を低位に押し下げる役割を果たしながらも, 剰余労働に参加し, 資本蓄
                                                                 







れるところから, マルクスは 『資本論』 (第１巻第  章) で非正規雇用労働者をどのように扱
っているのか, これを明らかにすることが, 本稿の第２の課題である｡
さて, このような非正規雇用労働者の存在を考える際には, 産業循環の諸局面の分析が必要
になる｡ したがって, これまでの議論においても相対的過剰人口の問題は 『資本論』 第３巻に
おいてでなければ論じえないという見解が少なからず存在した｡ しかし, 富塚良三氏が ｢『資
本論』 第１巻第７篇の論理段階においては, 産業循環の現実過程そのもの そこでは蓄積の
基本法則は, 一見逆の現象過程を通じて貫徹される はいまだ基本的には捨象されているの
である｡ 蓄積の基本的諸法則が充分に解明されえてのちにはじめて産業循環の過程分析がなさ




る相対的過剰人口の発生のメカニズムという問題に絞って当該の課題にアプローチしたい｡  ヨーロッパにおける ｢相対的過剰人口の累進的生産｣ に関する先行研究








明らかに区別される｣ (以上,   ページ) とされるのである｡ このように実証分析の分野でも相対的
過剰人口を失業に限定した上で, 分析が進められているといえよう｡  ) 富塚良三 ｢産業予備軍の理論 熊谷尚夫氏 『人口, 資本, および雇傭』 によせて ｣ 『商学論
集』 (福島大学) 第  巻第４号,     年｡ 『蓄積論研究』 未来社,     年所収,    ページ｡
                                                                 
なるとされる｡ それは ｢(１) 資本蓄積が進展すれば, 可変資本部分は相対的に減少する｡ (２)
可変資本部分が相対的に減少すれば (賃金および労働日の長さが不変であるとすれば), 就業
労働者の数すなわち, その職 (      ) の数も同じく相対的に減少する｡ (３) 就業労働者数
が総資本にたいして相対的に減少するならば, それはまたプロレタリアート中の労働力と労働
意志とを有する成員, すなわち現役労働者数にたいしても相対的に減少する｡ (４) 就業労働
者数が現役労働者軍にたいして相対的に減少するならば, 産業予備軍が増大する｡ (５) 過剰
人口が増大するならば, プロレタリアートの側において 『貧困・労働苦・奴隷状態・無知・野
蛮化・および道徳的堕落』 が増大する｡ 故に [……] 資本の蓄積が進展すれば, プロレタリア
ートの貧困・労働苦・等々が増大する｣  ) というものである  )｡ 相対的過剰人口に係るものは
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  )                                                                               訳は吉田義三 ｢『資本制蓄積の一般的法則』 における産業予備軍の問題｣ 『経済学雑誌』,     
年５月 (岸本英太郎編 『資本主義と失業』 日本評論新社,     年所収,    ‒   ページ) を使用した｡  ) 相対的過剰人口 (        ・     ・      ) と産業予備軍 (                      ) との
関係については, 両者とも本質的には ｢資本の中位の増殖欲求にとって余分な, それゆえ過剰または
追加的な労働者人口｣ (     ) である｡ また, 産業予備軍は ｢自由に処分できる｣, ｢資本の変転す
る増殖欲求のために, 現実的人口増加の制限にかかわりなくいつでも使える搾取可能な人間材料｣
(     ) を提供すると規定されている｡ このことから, マルクスは相対的過剰人口を現役労働者と
の関係を問題にする際に, 産業予備軍と呼んでいるといって良いであろう｡ 本稿においては引用の際
にはそれぞれの論者にしたがって使用することにする｡  ) もっとも, このような従来からのオッペンハイマー把握については批判もある｡ 重田澄男氏は ｢論
点提示をおこなった時期の先駆性についてはともかくとして, オッペンハイマーが提起したマルクス
批判の内容についてみるならば, それは現在わが国において一般に理解されているものとはまったく
異なるものである｣ (重田澄男 『増補改訂版 資本主義と失業問題 相対的過剰人口論争 』 御茶
の水書房,     年,  ‒ ページ) とされる｡ そして, オッペンハイマーによるマルクス批判は ｢労働
力供給量の動きを組み入れた資本蓄積の動向に向けられているもの｣ (  ページ) なのであり, オッ
ペンハイマーは, マルクスが ｢労働力供給量の動向をぬきに資本蓄積動向から過剰人口の形成をみい
だそうとしていると理解しているのではなくて, 逆に, マルクスは労働力供給と資本蓄積とのあいだ





おいては, 利潤量 , 従ってまた  および  部分は, 縮小すること甚だ強くして, 従来の
諸前提の下において蓄積を続行せんがためには, それ故人口増加に毎年適応｣ するためには充
分ではなくなる, つまり, 剰余価値は ｢人口増加と同一歩調で蓄積を続行｣  ) するためには充














  )                           ＝                                                      (有沢広巳・森谷克己訳, 『資本の蓄積並びに崩壊の理論』 改造社,     年) 邦訳   
ページ｡ なお, 引用の際には現代仮名遣いに直している｡  ) 同上｡  )                                                                           (プロレタリア科学研究所訳, 『資本蓄積と恐慌の理論』 鉄塔書院,     年所収) 邦訳  ページ｡
なお, 引用の際には現代仮名遣いに直している｡  ) このトロコンスキーの見解はレーニンの次の論文に強く影響を受けているといえよう｡ ｢資本主義
の歴史的発展においては, 二つの契機が, すなわち, (１) 直接的生産者の現物経済の商品経済への
転化, (２) 商品経済の資本主義経済への転化, が重要である｡ 第一の転化は, 社会的分業――孤立
した 《これが商品経済の必須条件であることに, 注意せよ》, 個々の生産者がただ一つの産業部門の
仕事に専門化すること――があらわれることによって, おこなわれる｡ 第二の転化は, 個々の生産者
がおのおの単独で市場目当てに商品を生産し, 競争の関係にはいることによって, おこなわれる｡ 各
生産者は, より高く売り, より安く買おうとつとめる｡ その必然的結果は, 強者の強大化と弱者の没
落, 少数者の富裕化と大衆の零落であり, これが, 独立生産者の賃金労働者への転化と, 多数の小経
営の少数の大経営への転化とを, もたらすのである｣ (レーニン ｢いわゆる市場問題について｣,     













ようとしたものである｡ ここでは便宜上, こうした議論を ｢量的把握｣ 説と呼ぶことにする｡
今ひとつはこの ｢量的把握｣ 説に対する批判として登場した説で, 資本主義的な機構は労働者
を過剰にする内的なメカニズムを有しており, 相対的過剰人口の累進的生産を資本関係として
とらえるべきであるとするものである｡ ここでは ｢質的把握｣ 説と呼ぶことにする｡ 以下, 順
を追って確認していこう｡  日本における ｢相対的過剰人口の累進的生産｣ に関する先行研究  ｢量的把握｣ 説
労働者人口の増大率と可変資本の増大率とを比較することによって相対的過剰人口の生産を







それとも不変であるかをあらかじめ断定することはでき｣  ) ない｡ したがって ｢しばらくマル
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) この相対的過剰人口論争史に関しては, 荒井壽夫 ｢相対的過剰人口小史｣ (吉原泰助他 『講座 資
本論の研究』 第３巻, 青木書店,     年), 同 ｢〈相対的過剰人口〉 論の定立および意義に関する論争｣
(富塚良三他編 『資本論体系』 第３巻, 有斐閣,     年), 長谷川義和 ｢資本蓄積と相対的過剰人口の
累進的生産 『資本論』 第１部 第  章の検討を中心に ｣ [『経済と経済学』 (東京都立大学)




となしに, 『産業予備軍』 ＝失業の必然性をけっして立証するものではない｣  ) のである｡ そし
て, 氏はマルクスにおける ｢産業予備軍の累進的生産｣ を ｢失業の累加 (失業量の増大)｣ で
はないと正しい把握をされるにもかかわらず, その直後にまた ｢失業が累加するか否かは労働
者人口の増加速度のいかんに依存するのであって, たとえばそれが労働需要の増加速度を超え
ないとすれば, 持続的な完全雇傭がみられる｣  ) と, 話題を失業問題に限定してしまう｡ そし
て, 資本主義的蓄積は ｢相対的な, すなわち資本の平均的価値増殖欲望にとって余計な, した
がって過剰な労働者人口, または追加的な労働者人口をたえず生産する｣ とか, 産業予備軍は
｢資本の変転する価値増殖欲望のために, つねに利用に応じうる人間材料を, 現実の人口増加
の制限から独立につくりだす｣ という断定をマルクスが行うのは, マルクスが ｢歴史的現実と
しての資本主義経済はかならずや 『相対的過剰人口』 を生産するのにちょうどつごうのよい労
働人口の増加速度｣  ) を有しており, それを理論の前提においているためであるとするのであ












主義と雇用』 日本評論社,     年所収,    ‒   ページ｡  ) 熊谷氏によると機械の導入は, 一人の労働者が大量の機械設備を見張るようになる点で有機的構成
を高度化させるが, 他方では商品の加工期間の短縮が一期間の産出量のために工程内に保持すること
を要する流動資本を節約するため, ｢資本の有機的構成の高度化が技術的進歩の通則であるとみるべ
き明白な理由は存在せず, むしろ平均して 『中立的』 な進歩を想定することがより穏当｣ (同上,    




に転化する｣  ) のである｡ 有機的構成の高度化をともなう蓄積過程の結果は, ｢蓄積による賃労
働創出基盤のふだんの拡大を背景として進行するところの, 反撥と吸引の相殺過程｣ であり,
だからこそ, ｢一方において雇傭が増加するときに同時に他方において産業予備軍は累進的に
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う｡ 第１に, 賃金には次期の労働力を生産するのに必要な部分が含まれる｡ ｢この (資本主義的
生産の―引用者) 機構は労働者階級を労賃に依存する階級として再生産するが, 彼らの普通の賃銀は,
彼らの生活維持ばかりでなく彼らの増殖を十分保証するに足りる｣ (     )｡ 第２に, 蓄積過程にお
いては, 拡大された規模での資本関係が再生産される｡ ｢資本の蓄積はプロレタリアートの増加｣
(     ) である｡ そして第３に, 資本蓄積の進展は機械の導入を促進し, そしてこの機械の資本主
義的充用が婦人労働や児童労働を資本主義的生産に組み入れる｡ ｢労働と労働者とのこの強力な
代用物 (機械―引用者) は, たちまち労働者家族の全成員を性と年齢の区別なしに資本の直接的支配
のもとに編入することによって, 賃労働者の数を増加させる手段に転化した｣ (     )｡ つまり, 資





いて大きな役割を果たすと考えていたことも明らかであろう｡ それは ｢就業労働者数の増大は, つね
に激しい動揺および一時的な過剰人口の生産と結びついている この過剰人口が, 既就業労働者の
反発という比較的目立つ形態をとるにせよ, または, 通常の排水溝への追加的労働者人口の吸収困難
という, 比較的目立たないとはいえ, 劣らず効果のある形態をとるにせよ, である｣ (     ) とい
う記述からもわかるように, ここではすでに就業している労働者の雇用が維持されても, 追加労働者
人口が吸収されないならば, 相対的過剰人口が生産されていることになると論じているのである｡ ま




みてみよう｡ 真実氏においてもトロコンスキーの見解は継承され, ｢マルクス解釈として 『手
工業者・農民』 のプロレタリアート化が産業予備軍の累進的増大のための一つの大きな柱を形











う｡ すなわち, 確かに, マルクスは第  章で労働需要は総資本の大きさではなく可変資本の大
きさにより規定されるのであり, そのため有機的構成の高度化により労働需要も総資本に比べ
て相対的に減少し, また資本蓄積が進展するにつれて加速的・累進的に減少していくと論じて
いる｡ しかしながら, マルクスは ｢蓄積の進行は, 可変資本部分の相対的大きさを減少させる
としても, だからといって, 可変資本部分の絶対的大きさの増加を排除するわけでは決してな




  ) 真実一男 『機械と失業』 理論社,     年,    ページ｡ 差異はあるものの, 可変資本の絶対的減少
を相対的過剰人口の累進的生産の重要な根拠とする論者としては, 他に置塩信雄氏 (｢相対的過剰人
口の累進的生産の論証｣ 『経済』     年９月号) や姫野教善氏 (｢資本の過剰と人口の過剰｣, 『商経論
集』 (北九州大学) 第  巻第２号,     年  月｡ ｢『資本論』 第１部と第３部における相対的過剰人口
法則｣, 『商経論集』 (北九州大学) 第  巻第４号,     年３月) らが挙げられる｡ 例えば置塩氏は
『資本論』 第  章第３節の ｢独自な資本主義的生産様式, それに対応する労働の生産力の発展, それ
によってひき起こされる資本の有機的構成の変化は, 蓄積の進展または社会的富の増大と単に同じ歩
調で進むだけではない｡ それらはもっとずっと速く進行する｣ (     ‒   ) という文章を, モデル
を示されたうえで ｢有機的構成の高度化の速度は, 総資本の増大の速さよりもずっと大である｣ と
｢解釈するほかはない｣ とされる｡ そして, もし, この解釈が正しいものならば, ｢可変資本は絶対的
に減少｣ しなければならず, ｢マルクスは有機的構成の高度化にともなって, 可変資本, 労働需要の
絶対的減少がおそかれはやかれ起こると考えていたことは明らかである｣ (以上,   ページ) とされ













わらず, 最近においても ｢マルクスは是非とも可変資本の絶対的減少を導きたい, 可変資本の
絶対的減少は就業労働者数の減少と失業労働者数の増大を意味する, こうして労働者階級の窮
乏化が進めば, その果てに労働者の一揆的反抗を望める｣  ) としたうえで, ｢このように理論を
辿ってくると, 就業労働者人口の絶対的減少, 逆方向から言えば過剰労働人口つまり失業者の
絶対的増大について, その必然性は論証できないのである｣  ) という見解が出されており, 可
変資本の絶対的減少を相対的過剰人口の生産の主要因とする見解は根強く残っているといえる
のである｡







割の一端を担っているのである｡ しかしながら, これらの諸見解も, 相対的過剰人口論の一部
分しか捉えていないといわざるを得ないのである｡ 言い換えれば, ｢量的把握｣ 説は一時的な
相対的過剰人口の生産の説明にはなるだろうが, 法則としては説明できないのである｡ このこ
とは戦前におけるヨーロッパでの諸議論にも当てはまるが, では, 何故, 一面的な理解にとど
まらざるをえなかったのであろうか｡ それは, これらの ｢量的把握｣ 説は労働者人口と可変資
本との量的な比較をして, 資本から排除された労働者を相対的過剰人口としてとらえているこ
と, つまり, その存在形態を失業者のみに限定していることの結果であるといえよう｡ それは
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  ) 福留久大 ｢『資本論』 の基本性格 経済学と社会主義の間 ｣, 九州大学 『経済学研究』 第  巻







先取りすると, マルクスは 『資本論』 第  章第４節において ｢どの労働者も, なかば就業して
いる期間中またはまったく就業していない期間中は, 相対的過剰人口に属する｣ (     ) と
書いてあることからもわかるように, その範疇のなかに ｢まったく就業していない期間中｣ の
労働者＝失業者だけでなく, ｢なかば就業している期間中｣ の労働者, つまり半ば資本に吸収
されている労働者も含めているのである｡ しかしながら, ｢量的把握｣ 説においては相対的過






のため, そもそも相対的過剰人口を失業者としてのみとらえる ｢量的把握｣ 説においては当時
の現状を説明することができないという批判が出てきた｡ そこで次に, その有効な批判として
登場した ｢質的把握｣ 説についてみてみよう｡  ｢質的把握｣ 説
前項でみた ｢量的把握｣ 説に対する批判を行った論者として, ここでは富塚良三氏と荒井壽
夫氏の見解を取り上げる｡ 富塚氏は熊谷氏の ｢マルクスの理論は, 労働人口の増加速度それ自
体についてなんらの想定をも設けることなしに, 『産業予備軍』 ＝失業の必然性をけっして立
証するものではない｣  ) という見解を２つの点から批判されている｡
その批判とは第１に, 熊谷氏は資本量と労働人口量とを相互に独立したもの, つまり, それ
らを全く無関係にその大きさが決定されるものとしてとらえており, 両者の間の数量関係の問
題としてだけ理解している点で, 言い換えれば ｢資本が 《資本関係》 として理解されていない
点｣  ) で誤りであるというものである｡ なぜなら, ｢所与の労働人口の増加速度 [……] の前提
のもとに, 資本の蓄積が 賃銀率の変動に媒介されつつ それに対応的な資本構成の高度
相対的過剰人口の累進的生産に関する一考察    
  ) 熊谷, 前掲書,    ページ｡  ) 岸本, 前掲書,    ページ  ) 熊谷, 前掲書,    ‒   ページ｡  ) 富塚, 前掲書,    ページ｡
                                                                  
化をともなってなされるのであって, 個々の諸要因がそれぞれ独立にその量的規定をえてのち
相互に関係しあうのではない｣  ) からであるとされる｡ つまり, 雇用量の分析に先立って, な
によりも ｢雇傭という事実そのもの, 労働力商品化の機構そのものの科学的分析｣ がなされな
ければならず, ｢資本関係の再生産過程としての資本制的再生産過程把握が産業予備軍の理論
理解の不可欠の前提をなす｣  ) と主張されるのである｡ また, ｢まことに氏の指摘されるごとく｣,
｢労働需要 (可変資本量) の増減いかんは, 蓄積の進行速度 (資本の増加速度) と, 資本総額
のうちに可変資本部分の占める比率 (可変資本率) の低下速度との関係いかんによって決定さ
れる｣ ため, ｢必ず, 資本の増加率が可変資本率の低下率よりもヨリ大きいとは限らない｣  )
と批判された｡




ている｡ すなわち, 氏は, マルクスの産業予備軍の累進的生産を ｢累進的蓄積にともなう累進









ているとした上で, 『フランス語版 資本論』  ) に依拠して, 以下のように相対的過剰人口の累
進的生産を説明している｡ すなわち相対的過剰人口は現行版では ｢資本に反撥されたままの過
剰な存在｣という面が際立つのに対して,フランス語版では ｢反撥されたままではなく 『資本家
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  ) 同上,    ページ｡  ) 同上,    ページ｡  ) 同上,    ページ  ) 富塚良三 『経済原論―資本主義経済の構造と動態』 有斐閣,     年,    ページ｡ 前掲 『蓄積論研
究』 にも同様の記述があるが, ここでは ｢相対的過剰人口の累進的生産｣ の意味が明快であると思わ
れる 『経済原論』 を使用した｡  ) 荒井壽夫 ｢相対的過剰人口の概念と 〈累進的生産〉 フランス語版 『資本論』 における相対的過
剰人口の規定を中心として ｣ 『経済科学』 (名古屋大学) 第  巻第４号,     年３月,    ページ｡  ) マルクス 『フランス語版 資本論』 江夏美千穂／上杉聰彦訳, 法政大学出版局,     年  月｡
                                                                  
のその時々の搾取欲望』 によって再吸引される必要な存在｣ であるという面が明瞭になってお





生産〉 とはかくして, 労働者の吸引と反撥の規模の拡大に他ならない｣  ) とされるのである｡
この富塚氏や荒井氏の見解に代表される ｢質的把握｣ 説は, 相対的過剰人口の生産を資本関
係に内在する問題として把握するという点では評価されるべきものであるし, 事実, 一定の評
価がなされてきた｡ しかしながら, ｢量的把握｣ 説に対する批判を出発点としたことが, かえ

















また拡大｣ され, ｢直接的生産過程内での 『資本の下への労働の実質的包摂』 の強化と対応し
つつ 『資本の専制支配』 が確保され強化されることを論証するにある｣  ) とされているからで
ある｡ マルクスによれば, 資本蓄積は労働需要を増大させる一方で, 労働者を遊離させること
によって労働者の供給をふやすのであり, そして ｢同時に, 失業者の圧迫が就業者により多く
の労働を流動させるよう強制し, したがってある程度, 労働供給を労働者供給から独立させる｣
相対的過剰人口の累進的生産に関する一考察    
  ) 荒井, 前掲論文,    ページ｡  ) 同上,    ページ｡  ) 富塚, 前掲 『経済原論』,    ページ｡  ) 同上,    ページ｡
                                                                  
(     ) のである｡ そして, この基礎の上で行われる労働の需要供給の法則の運動が ｢資本









た｡ この理解をもとに本節では 『資本論』 第  章 (フランス語版では第  章) 第１節 ｢資本の




資本蓄積をしていかなければならない｡ では, 資本蓄積による資本の増大は, 労働者階級の運
命にどのような影響を及ぼすことになるのだろうか｡ これが第  章の課題である｡
まずは, 資本蓄積と労働力需要・賃金率との関連について, 資本の本性に基づいて本質的に
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  ) 『資本論』 現行版・第２版・フランス語版の相違については, 『資本論第１巻フランス語版』 (林直
道編訳, 大月書店,     年) を参照されたい｡
                                                                  
されているということが明らかにされるのである｡ このように, マルクスはいわゆる ｢自然的
















てくる｡ というのも, 蓄積された追加資本部分に対して高度化が起こる場合には, 労働需要は
逓減的な比率とはいえ絶対的に増大するのに対して, 集中や原資本の更新による構成高度化は
社会的総資本を増大させないため, 労働需要は絶対的に減少するからである｡ したがって, 全
体として可変資本が増大するか減少するか, すなわち労働者の排出と吸収のどちらが大きいか
は, 資本の有機的構成の高度化がどこでどれだけ行われるかによって決まるのである｡ ところ







かし, 実際にはそうではなく, 資本主義的蓄積が ｢この蓄積の活力と大きさに比例して, 相対
的な, すなわち資本の中位の増殖欲求  ) にとって余分な, それゆえ過剰または追加的な労働者
相対的過剰人口の累進的生産に関する一考察    
  ) ｢資本の平均的な増殖欲求 (                        ・               )｣ について,
井村喜代子氏はこの用語は ｢適当なものではない｣ とされる｡ その理由として, 資本は ｢つねに最大
限の価値 『増殖欲求』｣ をもっている｡ しかし, ｢市場の諸条件, 自分の生産諸条件などによって現実
                                                                  
人口を絶えず生産｣ (     ) したためなのである  )｡ ここで注意すべきなのは, 相対的過剰人
口は ｢中位の増殖欲求にとって余分｣ な労働者なのであるから, ｢相対的過剰人口の累進的生










に固有な人口法則｣ (     ) としているのである｡ そして, たとえ吸収された労働者数が排





よって飼育でもしたかのようにまったく絶対的に資本に所属する, 自由に処分できる｣ (     ) 産業予備軍を作り出すことになるのである｡ この産業予備軍は, 突発的な生産の拡張に
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
の拡大再生産のテンポが左右｣ され, ｢不断の変動と産業循環の周期的変動の平均として, 結果的に,
平均的な拡大再生産が把握されるだけ｣ である｡ したがって, ｢資本の平均的増殖欲求｣ は ｢内容的
にみて, 資本蓄積の平均的な進展, あるいは平均的な拡大再生産にとっては過剰なもの, というべき｣
とされる｡ [井村喜代子 ｢マルクスの相対的過剰人口論にかんする一考察｣, 『三田学会雑誌』 第  巻
第４号,     年 (『｢資本論｣ の理論的展開』, 有斐閣,     年所収,    ページ)] しかしながら, 資
本蓄積の程度は, その時々の利潤率に規定されているのであり, 時には自ら蓄積を停滞させることも
あるのではないだろうか｡  ) フランス語版 『資本論』 において相対的過剰人口の生産がどのように展開されているのかを見てお
こう｡ 蓄積および労働諸力が同時に拡大する過程においては, 可変資本の比例的な減少は累進的なも
のとなる｡ そして機械制工業が優勢になれば, 蓄積の進展は可変資本の比例的減少をもたらす諸力の
エネルギーを倍化させ, その絶対的な大きさを増す傾向をもつ諸力を弱める｡ したがって ｢労働の有
効需要は, すでに充用されている可変資本の大きさによってだけでなく, そのたえざる増加の平均に
よっても規制されるので, 労働の供給は, それがこの変動に従う限り, 正常なままである｡ だが, 可
変資本がより小さな増加の平均に傾けば, それまで正常であった同じ労働の供給がそれ以後異常に,
つまり過剰になり, したがって賃労働者階級の多少とも大きな部分が, 資本の価値増殖にとって必要

















て ｢労働者階級の就業部分の過度労働は, 彼らの予備軍隊列を膨張させるが, その逆に, この
予備軍隊列がその競争によって就業者に加える圧迫の増加は, 就業者に過度労働と資本の命令
への服従を強制する｣ (     ) という悪循環に陥るのである｡ このことは資本家にとっては
致富手段となり, より急速に相対的過剰人口を作り出していくのである｡ したがって, 相対的
過剰人口は ｢労働の需要供給の法則が運動する場の背景｣ となるのであり, この法則の作用範




問いへの解答は, 続く第４節 ｢相対的過剰人口のさまざまな実存形態｡ 資本主義的蓄積の一般
的法則｣ において与えられている｡ そこでマルクスは相対的過剰人口を ｢ありとあらゆる色合
いのもとに実存｣ しており, ｢どの労働者も, なかば就業している期間中またはまったく就業
していない期間中は, 相対的過剰人口に属する｣ (     ) と定義している｡ なお, マルクス
は第２版では相対的過剰人口は ｢あらゆる可能な色合い｣ や ｢多様｣ な形態で存在していると
し  ), またフランス語版では ｢無限のニュアンスを示す｣  ) としていることから, 相対的過剰
相対的過剰人口の累進的生産に関する一考察    
  ) マルクス 『第２版資本論』 江夏美千穂訳, 幻燈社書店,     年,    ページ｡  ) 林, 前掲書,    ページ｡
                                                                  
人口が様々な形態で存在していると考えていたことは間違いないであろう｡ すなわち, 相対的
過剰人口とは ｢まったく就業していない期間中｣ の労働者である失業者だけでなく, ｢なかば
就業している期間中｣ の労働者, すなわち今で言う非正規雇用労働者を含んでいるのである｡
マルクスは続けて相対的過剰人口のうちの ｢産業循環の局面転換によって刻印され, 周期的に
反復される大きな諸形態, それゆえ, ときには恐慌期に急性的に現われ, ときには事業不振期
に慢性的に現われる諸形態｣ つまりこれは失業者であると考えられるが を ｢度外視｣






まず, 流動的過剰人口について, マルクスは ｢近代産業の中心 工場, マニュファクチュ
ア, 治金工場, 鉱山など では, 労働者が, ときに反発され, ときにはふたたびいっそう大
量に吸引され, そのため, 生産規模との比率ではつねに低下していくとはいえ, 就業者数は一










本から遊離させられても, 他の労働に容易に移ることができない｡ それにもかかわらず, 資本
は価値増殖のために, 常により労働に適した新しい労働力を求める｡ それゆえに, 資本の増殖
欲求が高まり, 労働需要が増大しても, 先に遊離された労働者が再び吸収されるとは限らない
のである｡ したがって, 遊離された労働者は ｢過剰者の隊列 (              ・     ) に
落ちこむか, 高い等級から低い等級に突き落とされる｣ (     ) ことになってしまう｡ マル
クスはこのより低い等級の労働への転落については第  章 ｢機械と大工業｣ 第６節 ｢機械によ
って駆逐された労働者にかんする補償説｣ でも述べているが, ここでも機械の導入によって排
出された労働者が必ずしも再び同じ条件で同じ産業部門に吸収されず, 再吸収されるのは ｢た
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  ) 第  章では他にも同様の記述が見られる｡ ｢機械経営におけるこの質的変動は, 絶えず労働者を工
場から遠ざけるか, あるいは新兵の新たな流入にたいして工場の門を閉ざすのであるが, 他面, 諸工
場の単に量的な拡張は, 投げ出された労働者のほかに新しい補充人員をも飲みこむのである｡ このよ
うに, 労働者は不断に, 反発されたり吸収されたり, あっちにやられたりこっちにやられたりするの
であって, しかも徴募されるものの性, 年齢, および熟練さは絶えず変動する｣ (第７節 ｢機械経営
の発展にともなう労働者の反発と吸引｡ 綿業恐慌｣      )｡  ) 第  章でも, 資本による相対的過剰人口の吸収・排出の繰り返しは産業循環を形成するが, この産
業循環が労働者の不安定・不確実をもたらすことに加えて, ここではその不確実・不安的が ｢正常事｣





る｡ とはいえ, その大きさは, ただ都市における労働需要が旺盛になり実際に農村から都市へ
の人口移動が起こった場合にのみ, 目に見えるようになるのである｡




当然であろう｡ つまり, 資本から排出された労働者は, 都市に出て行けないような状況におい
ては低い賃金でも働かざるを得ないのである｡
したがって, 絶対的に労働供給が過剰な農村で働くために, この形態の過剰人口は自身の労
働条件が悪化するだけでなく, 現役労働者の労働条件をも悪化させ, 農村労働者は ｢賃銀の最




最後の停滞的過剰人口は ｢現役労働者軍の一部｣, つまり実際に就業しているが, その就業
は ｢まったく不規則｣ であり, そのために資本に対して ｢使用可能な労働力の汲めども尽きぬ
貯水池を提供｣ (     ) している労働者軍である｡ その特徴はその生活状態が労働者階級の
平均水準よりも低い (＝長時間労働・低賃金) ことであり, そしてそれゆえに, ｢資本の独自
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定なものとなる｡ 資本の側から見ると, 単に剰余価値生産のためだけではなく, その存続のた
めにはなくてはならないものになっているのである｡
以上見てきたように, 相対的過剰人口は近代産業部門, 農業部門, そして生産性の低い産業
部門とそれぞれの資本蓄積のあり方によって, その存在形態を変えるのであり, マルクスが付
けたそれらの名称 流動的・潜在的・停滞的 はまさしくそれぞれの特徴を表していると
言えるであろう｡ そして, これら３つの形態に共通することは, ｢失業している｣ ということ













か｡ 最後にこの点について考えてみたい｡ その要因としてまず考えられるのは, 世界大恐慌や
第２次世界大戦後の失業対策の影響である｡ すなわち, 大恐慌後および第二次世界大戦後は,
大量に発生した失業者の解消を各国の労働政策の主要な課題としていたことが, 一つの要因と








るだけの剰余価値をもたらしていたからこそ可能であったのである｡ したがって, 現在, 低成
長が続き終身雇用慣行が崩れつつあり, 非正規雇用労働者を増加させていることは, 資本の行







とはいえ, 相対的過剰人口論に関する課題はまだ残されている｡ 本稿では 『資本論』 第１巻
に限定して論じたが, マルクスは第３巻第３編においても相対的過剰人口に関する記述を多く
残している｡ ｢はじめに｣ でも述べたように, 従来の見解のなかでも産業循環を取り入れなけ
ればならないという主張や第３巻をもってはじめて相対的過剰人口の生産が現実化するといっ
た主張も少なくない  )｡ これらの諸問題については稿を改めて考察することにしたい｡
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  ) 相対的過剰人口の生産は産業循環を取り入れてはじめて解明されるとした論者には井村喜代子氏ら
が挙げられる｡ 井村氏によると, 従来の相対的過剰人口論に関する見解が不充分であったのは 『資本
論』 第１巻第７篇の論理次元・方法的限定によるとされる｡ 第１部第７篇では ｢資本はその流通過程
を正常な仕方で通る｣ ことが前提されているほか, 部門内, 部門間の大小の諸資本の対立・競争や産
業循環の周期的な変動も分析対象とはなっていない｡ しかし, ｢資本制生産固有の 『資本の変転する





問題を論じることはとうてい不可能だった｣ のであり, それゆえマルクスは ｢資本蓄積の運動が不断
の変動をくり返すとともに産業循環という形態をとって展開するということを大前提として, 相対的
過剰人口の問題を論じ｣ (以上, 井村前掲書,    ‒   ページ) たとされるのである｡ また, 水谷謙治
氏 (｢相対的過剰人口論の考究｣ 『立教経済学研究』   巻３号,     年) は ｢『蓄積論』 の段階では過
剰人口の生産はまだその根拠と可能性との説明に止まっていて, [……] 現実化する諸条件は第３巻
をまって行われるのだ, といういいかたもできる｣ (  ページ) とされている｡
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